
特定非営利活動法人DAKKO定款

第 1車 総 重電
(名 称)

第 1条  この法人は、特定非営利活動法人DAKK{)と νヽ
`∴

D

(事務所 )

第 2条  この法人は、主たる事務所をお li呻1'll iⅢ ll:11■ |

(目 的 )

第 3条  この法人は、子供の自己肯定感向上の「tiめ 、子育て世代に対 して、地域社会
とつながる場づくりを行い 千育て |11■1/■ 子育~rヽ、の 颯́担・ス トL′ スの督減 (1
寄与することを目的とする )

(特定非営利活動の種類 )

第 4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行
つ。

(1)保健、医療又は福祉の増進を図る浮 ,カ

(2)社会教育の推進を図るだ|り

(3)ま ちづくりの推進を図る活動

(4)学術、文化、芸術又はスポー‐ツの振興イ:1玉|る 活動

(5)環境の保全を図る活動

(6)地域安全活動
(7)人権の擁護又は丁和 t′ ,1● l il i■ 1::二 1■

(8)国際協力の活動

(9)男 女共同参画社会の形成の促進を図る活動

(10)子 どもの健全育成を図る活動

(11)前各号に掲げる活動を行 う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は

援助の活動

(事業の種類 )

第 5条  この法人は、第 3条の日自■を達成す「 :た ■'■キ定丼営利活動に係
`事
業を行

つ。

(1)子育て世代が対話できる署場所づ てい事業

(2)子育て支援活動を行 うll:エト:I Ⅲlメ り́′I「  ・ヽ■1五

(3)子育てと政治をつなぐき′‐ヽか :す づく 1)事業

(4)そ の他 目的を達成するため tこ必要な事業



第 2章 会 員
(種 別 )

第 6条  この法人の会員は、次′)12■ と i、 11'■ :、 な 1)´シて特定非営利活動性進法

(以下 「法」という.)_11の 111■ 11‐ ::.

(1)正会員

この法人の目的に賛同して入会 した個 人、

(2)賛助会員

この法人の目的に賛同じ賛助するために入会 した個人及び団体

(入 会 )

第 7条

2

3

4

会員の入会について、特に条件 li tilめ ない、

会員として入会 しようとするもの ,■ 、代表理事が別に定める入会申込書に

より、代表理事に申し込むものとする。

代表理事は、前項の中し込みがあったとさ_正当な理由がない∫[芝 り、人会

を認めなければならない

代表理事は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付

した書面をもって本人にその旨を通知 しなければならない。

(入会金及び会費 )

第 8条  会員は、総会において別|:r■ ′1,へ、手ヽ十几 lヾ ilキ 費を納ノ、l.な |ナ ir lil:十 、1)な

い 。

(会員の資格の喪失 )

第 9条  会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会届の提出をしたとき

(2)本人が死亡 し、1社 |́11.■|:‐ :|■・ 11,「 .:二 i二 か員でふ
=′

薔 1ホ |■ 1■ 1■

したとき。

(3)継続 して 1年以上会費を滞維 lT‐rさ
=

(4)除名 されたとき。

(退 会 )

第10条 会員は、代表理事が別に定める退会屈を代表理事に提出して、任意に退会す

ることができる。

(除 名 )

第 11条  会員が次の各号の一に該当‐〕L孝今 1111、 総
`=:`′

議ヽ貴 ,三 より、 I■1■ 除ヽ名す

ることができる。

(1)こ の定款に違反 したときc

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。



2 前項の規定によ ),会員 i li':l.:´ ・

弁明の機会を与えなければならな■し

ti:■4キ i::、 i議決,力 前|こ 当二,,会 員iこ

(種別及び定数 )

第12条  この法人に、次の役員を置くし、
(1)理事 3人以上 7人 以内

(2)監事 1人以上 2人以内

2 理事の うち一人を代表理事 ,若 |ダ,[i副 |ヽ 表理■叶 する(

第 3章 役 員
(選任等 )

第 13条  理事及び監事は、総会にお 1′ でヽ供 :れ
‐
仁

2 代表理事及び副代表理事は、理事の fil選 とする )

3 役員の うちには、それそれの役員に rヽいて、その配偶者若 しくは三親等以
内の親族が 1人 を超えて含 まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等

以内の親族が役員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになってはなら/+さ

い 。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることがで
きない。

5 監事は、理事又はこの法人の議員を兼ねてはならない。

(職 務 )

第 14条  代表理事は、この法人を代表 1_、 イ:1二 ,■l il解■する
2 代表理事以外の理事は、法人の業務 (fつ いて、 ■の法人を代表 しない )

3 副代表理事は、代表理事を補佐 し、代 :li IF事 :こ 畢故があるとき又は代表現事が
欠けたときは、代表理事があらか じめ指名 しだ順序によつて、その職務を代行す

る。

4  1里事:は、 〕翌_1事:会 を本音たtし 、 こ `/1■、1:驀 :ご ,ご .li jil「 t`it`2;<f■ 1:fl■ 11l rlヽ J■:i'11ヽi」ぎ :́i

き、この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行 う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること′,

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること.

(3)前 2号の規定に 1る 監査 r′

｀
■・■1、 ■∴:「 ′、ノ):宅 務又〔轟lrだ |二 |ヽ し'1:工i、.■

:i為

又は法令若 しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、

これを総会又は所轄庁に報告するこ′生、

(4)前号の報告をするために必要がある場 f↑ 1lli、 総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又は ■の法人Ci財産√)状況について、理事に意見を述
べること。

(任期等 )



第 15条  役員の任期は、 2年 とす在 ただ |_、 ■III・ 対す「な:_

2 補欠のため、又は増量 11-l ilサ ir i_1着 :■ サ::31:1,そ れぞ
'げ
iヽlil嘔イ 又

は現任者の任期の残存期嗜lと・「 る。

3 役員は、辞任又は任期満
「
後に薫二 で`も、■ 4■ 者が就任するまでは、その

職務を行わなければならないc

(欠員補充 )

第16条 理事又は監事のうち、モ¬力定泉t.:;Jt 」::「 起 える :1:が 大けたと 1●lit ll滞
なくこれを補充 しなければならな 1ヽ 3

(解 任 )

第 17条  役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す
ることができるc

(1)心身の故障のため、職務●,こ :1‐」
｀
1こ尋′
"ょ

:ハ と認められるとき。

(2)職務上の義務連反 そ
'中
!`費 11::i_1‐ 1わ l´ (_争 :い行為がiお :́■七とき

2 前項の規定により役員を解 1■ しよう七十る場合は、議決の前に当該安員 11
弁明の機会を与えなければならな、ヽc

(報酬等 )

第 18条  役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執′「,す るため 1「 要 |_/二 費用を弁償する二とができ
る。

3 前 2項に関し必要な事項は ,総 合の議■を経て、仕青理事 )')ゞ昇II I二定めろ〕

第 4章 会 議
(種 別 )

第 19条  この法人の会議は、総会及び理事会の 2種 とする。
2 総会は、通常総会及び臨時総会 とする。

(総会の構成 )

第 20条  総会は、この法人の最高の意思注定機関‐↑あって、′三会員をもイ)で構成す
る。

(総会の権能 )

第21条  総会は、以下の事項につ tヽ (議洪ず
`・(1)定款の変更

(2)解散及び合併

(3)会 員の除名

(4)事業報告及び収支決算

(5)役員の選任及び解 4■

4



(6)入会金及び会費

(7)借入金 (そ の事業年度内の収 人をもって償還する短期借 入金を除く.第
48条 において同じ。)子の他新た (1:恭■ 1')負 担及び:流利の放棄
(8)そ の他運営に関十 る1む警 li.1

(総会の開催 )

第22条  通常総会は、毎年 1回開催する。
2 臨時総会は、次に掲げる場合に晰任 十ヽる。
(1)理事会が必要と認 14、 F=I,IIi二 十 1′・ :「 れ

(2)正会員総数の 5分の 1以 Lか 11,会議、/1)目 的を記載 した書面により招集の

請求があったとき⊂、

(3)監事が第 14条第 5項第 4号の規定マこ基づいて′|イЧ集するときc

(総会の招集 )

第23条  総会は、前条第 2項第 3号の場合なけいて、代表理事が招集する。
2 代表理事は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があったとき
は、その日から30日 以内に臨時総会を招集 しなければならない.
3 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 し
た書面又は電磁的方法 |こ 11:′)、 開催の ii l■,少 なく Lt再 日前までtr通 ,l1llダ な

ければならない。

(総会の議長 )

第24条  総会の議長は、その総会に出席 した正会長の中から選出する。

(総会の定足数 )

第25条  総会は、正会員総数の 5分の 1以上■'出席がなければ開会することはできな
い 。

(総会の議決 )

第26条  総会における議決事項′ヤ 笥:`:l′≒:=「l● F■「II!こ よ√ヽ｀
「
おらか |::|:Ⅲ l卑抽 1‐1

事項 とする。

2 総会の議事は、この定款 |こ規定十るも′)の ほか、出席 した正会員の過半数
をもって決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

(総会での表決権等 )

第27条  各正会員の表決権は平等なものとする。
2 やむを得ない理由により絆会に計滞●■き「Fヽ 正ヽ会員は、あらか ttめ通缶|」 さ
れた事項について、書百若 しくは電磁的方法をもって表決 し、又は他の正会

員を代理人 として表決を斉任するご_11・ .0111:卜 ,1,じ

3 前項の規定により表決 したI会 員は、 li1 2条及び次条第 1項の規定の適用

ｒ
Ｏ



については出席 したもの とみなす :

4 総会の議決について、特別 |'可 :1吾 i好係 i′ 有する正会員は、その議事の議決
に加わることができないc

(総会の議事録 )

第28条  総会の議事については、次の事項を記載 |_た議事録を作成 しなければならな
い 。

(1)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若 1/(は電磁的方法による表決者又は表

決委任者がある場合 |ニ メハ→ (II:ニ イ■ル:.キ lli∴す j:賞 i tlン )

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結民

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人 が、記名
押印又は署名 しなけヤL■ti ti li l,て ,

(理事会の構成 )

第29条 理事会は、理事をもって構成す私、

(理事会の権能 )

第30条 理事会は、この定款に別 IIご める事 1■ ′lli卜 _タプ:嗜:項 を議決する。
(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決 した事項の執行に書す 4■ ■

(3)予算の変更に関する事項

(4)そ の他総会の議決を要 しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催 )

第 31条  理事会は、次に掲げる場合に開催す る。
(1)代表理事が必要 と認めた とき。

(2)理事総数の2分の1以 _1.か ら岬 1::fド
'■
Ft‐■itる 事項を記載 した書面によ

り招集の請求があった とお

(理事会の招集 )

第32条  理事会は、代表理事が招集するc
2 代表理事は、前条第 2号の規定による請求があったときは、その日から」
4日 以内に理事会を招集 しキ |}れ lナ:ゴ:な F・

3 理事会を招集するときは、11議 14´ ::|■ 、嚇III、 「:'11及 び審議■
'1■

1,f証 社 i´

た書面又は電磁的方法により、聞1なフ́)IIiの 1,｀ なくと|も 5日 前までに通知 しな

ければならない。



(理事会の議長 )

第 33条 理事会の議長は、代表理事もしくは代表理事が指名 l´ た者がこれにあたる。

(理事会の議決 )

第34条  理事会における議決事■::.1■
'I_11:1■

、1:■ 二十i」 .1)｀■あら i,ヽ 1:`プ )[」 :Ii

た事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の追半数をもって決 し、可否同数のときは、議
長の決するところによる。

(理事会の表決権等 )

第35条  各理事の表決権は、平等なものとす :仇

2 やむを得ない理由によ iγ,・9事会に Ill疵 (さ ない理事は、あらか じめ通知さ
れた事項について、書面又はど磁的方法を 1)っ て表決することができる。

3 前項の規定により表決 した理事は、前条及び次条第 ]項の適用について
は、理事会に出席 した辛だ l`i:メルなす,

4 理事会の議決につい■、11胡 ir)lt′ |キ 1111系 壼有 する理事は、そ (ノ,議 事の議決
に加わることができない。

(理事会の議事録 )

第36条  理事会の議事については、次の事項を記載 lた議事録を作成 しなければなら
ない。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏 II(書 ,霧又に電磁的方法による表決者

にあつては、その旨を付記することざ :

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及
`ヾ

議決
'11‐
ザ]、

(5)議事録署名人の選任に関する■
'良

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が記
名押印又は署名 しなければならな |`｀、

第 ふ章 資 産

(資産の構成 )

第37条  この法人の資産は、次の各号に掲げをものをもって構成する.,
(1)設立当初の財産 目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄付金品

(4)財産から生 じる収入

(5)事業に伴 う収入

(6)そ の他の収入

″
‘



(資産の区分 )

第38条  この法人の資産は、特定非営ホ:'■動 ('1‐午f,事業 ll脚する資産 とする.

(資産の管理 )

第39条  この法人の資産は、代表理事が管理 し、その方法は、理事会の議決を経て、
代表理事が別に定める()

第 6童 会 計
(会計の原則 )

第40条  この法人の会計は、法第27条各号 |こ 掲げる原則に従って行わなければならな
い 。

(会計の区分 )

第41条  この法人の会計は、特定非営利活動に係 る事業会計とする。

(事業年度 )

第42条  この法人の事業年度は、毎年 4晏 ,「1'テ 始 l`i 11、 翌年 3月 31「うに終 :´)ろ

(事業計画及び予算 )

第43条  この法人の事業計画及びこれに伴 r)活動予算書は、毎事業年度ごとに代表理
事が作成 し、理事会の議決を経なければならない。

(暫定予算 )

第44条  前条の規定にかかわらず、やむを得ない理畠 i■ kり 予算が成立しないとき
は、代表理事は、理事会の議 1■ を経て、

′・算減 1ヽ

'|'計

|ま で前事業年度の予算に

準じ収入支出することができる(1

2 前項の収入支出は、新たに成 :il´ F::プ■プメ収入支liと みな れ,

(予備費 )

第45条  予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることがで
きる。

2 予備費を使用するときは、理事:会 の議決を経な |すれ |ゴならない。

(予算の追加及び更正 )

第46条  予算成立後にやむを得ない事由が生 じたときは、理事会の議決を経て、既定
予算の追加又は更正をすることができ・3。

(事業報告及び決算 )

第47条  この法人の事業報告書、 1)二 動 il‐算書、貸倍対照表及び財産目録等決算 |こ !:翅す

皮
〕・



る書類は、毎事業年度終
「
後、速やかに、 it表 理事が作成 し、監事の監査を受

け、総会の議決を経なければならない_

2 決算上剰余金を生 したィネ:」 、i貴 !1,Iil it::繰 鴨|夕す ものと十ろぅ

(臨機の措置 )

第48条  予算をもって定めるもののほか、借入金√′僣 入れその他新たな義務の負担を
し、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならな

い 。

第 7章 定款の変更、解散及び合併
(定款の変更 )

第49条  この法人が法第25条第 3項に規だする次 |ご 掲 lFる 事項について定款を変更 し
ようとするときは、総会に出席 1´ た正会員の 4分の 3以 上の多数による議決を

経、かつ、所轄庁の認証を梅■卜lれ :ヤド■ill:

(1)目 的

(2)名 称

(3)そ の行 う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る■業の種類
(4)主たる事務所及びその他の事務所″,所在」也 (所轄庁の変更を伴 うものに限
るc)

(5)社員の資格の得喪に関する事噴
(6)役員に関する事項 (役 員の定数に係る i)の を除くc‐ )

(7)会議に関する事項

(8)そ の他の事業を行 う場合には、その種類 |́“〕催当該その他の事業に関する

事項

(9)解散に関する事項 (残余則産の帰属すべさ者に係 る 1)の に限る。 )

(10)定款の変更に関する事項

2 この法人が定款を変更 (前項の規定により所轄
'Tの
認証を得なければならない

事項を除く。)したときは、所轄庁に基け出な (ナればなもない。

(解 散 )

第50条

2

この法人は、次に掲げる事申により解散する。

(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利汗勤 ,こ′:'1,1414事 鷲の成功′ヽ :1(能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消 し

前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の

3以上の議決を経なければないな tヽ .



3 第 1項第 2号の事由により解散するとき|よ 、所轄庁の認定を得なければな
らない。

(残余財産の帰属 )

第51条  この法人が解散 (合併又i■■::二■ |:::ir r i:■ :1l lij釦轟′1を 誅 、(1:: :ノ `ゴ_J
きに残存する財産は、法第 11条第 3項に掲 |ザ る者の うち、理事会において議決

した者に譲渡するものと嗜
―
る.

(合 併 )

第52条 この法人が合併しようケ■・子ィ■::′■■ギ)チ :l、■ユ (`■ 1争 ■総数 (ア):1`ォの 3以

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 ‐公告伸方法
(公告の方法 )

第53条  この法 人の公告は、この Iザ :′■'・ケ |::::ギ IⅢ ■1,:1111、 |■ .=■,'1・ Iri載 |「(
行 う。ただ し、法第 28条 :2第 1項 に対たする貸借対照表の公告については、
この法人のホームページにおいて行 うし

第 9章 事務局
(事務局の設置 )

第54条  この法 人に、、■の法 ノ、の事曹を颯理十 二t■ら、事務月を設置す ることができ
る。

2 事務局には、事務局長および必要な職二:1を'置 く■■:が できる。

(職員の任免 )

第55条  事務局長及び職員の任免ほ .lt表 II・11:ilイ FL

(組織及び運営 )

第 56条  事務局の組織及び運営に顧::し 必要な荘り iよ 、11事会の議決を経て、代表理事
が別に定める。

第10申 :織 虫薔

(細則 )

第 57条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、代表理事がこ

れを定める。

(附則 )

1 この定款は、この法人の成立の
「

キ :サ 1■i行 すこ.=

2 この法人の設立当初の役員は、 7矢ゲ)::=上〕1ジ 1「十ろ
`

代表理事      原田 謙介

l〔ブ



事

事

事

理

理

監

(2)年会費

小川

武内

間中

智
'長

謙

健夕
｀

正会員

サポー‐ター会議

学生サポーター会員

正会員

サポータ一ヽ会員

サポーター会員

学生サポーター会員

(個 人 )

(個 人・ [Ii体 l

(個 人 )

(佃 ム、)

(ilロ メ.′ヽ

(団 体 )

(個 人ヽ

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第 15夫第 1項 グ)規 定にかかわらず、この
法人の成立の日から平成25年 6111,り 1111■‐1+.1.

4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条 の規定にかかわらず、この法人の成立
の日から平成25年 3月 31日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び収支予算 |二 年43条 の規定にかかわらず、設
立総会の定めるところによる。

6 この法人の設 ■ヽ当初 17)入 rt=11・ ′=|:ti l‐
■:■‐it l:il lヽ ■'■「■

||二
i li:l'

る額 とする。

(1)入会金 0円

(||■ :

0門

5,00(〕 |■

うル (入 1:1‐ |

12,()00ド ]

3′.0001コ

` 
■ i::'; i_ 、

(1日 以上)

11.


